
14 
 

  

 

 

令和 4 年 3 月 26 日 13 時 30 分から、ウインクあいち（愛

知県産業労働センター）において、日本土地家屋調査士会

連合会中部ブロック協議会と東京法経学院名古屋校の共同

開催による『土地家屋調査士ガイダンス』が行われました。 

ガイダンスは 3 部制で、第 1 部 資格取得者への説明会

（試験制度、予備校講座、受験勉強に関する心構え、合格

者の特徴等）、第2部 開業希望者への説明会（開業者の体

験談）、第 3 部 個別相談会が行われました。 

来場者の特徴としては、これから受験をされる方よりも、既

に試験を合格している方の参加が多いようでした。 

個別相談会は、おもに開業に関する相談でした。大まか

な内容としては、①開業と現在の就職先との兼ね合い、②一般業務の受託・営業方法、③嘱託業

務の受託・営業方法、④業務の習得方法でした。 

個別相談を受けながら、相談員である私も自分のことを顧みながら答えることも多くあったため、

その内容を書き留めておきたいと思います。 

 

事例 ： 土地家屋調査士業務を未経験の者が現在、測量会社に勤務しているが、社内独立が

可能であるか？ 

あくまでも私見であるが、模範解答をだすのであれば、土地家屋調査士としての職務の独立性

が担保されれば問題ないと答えるところでしょう。しかし、その実現の可能性はどうなのでしょうか。 

給料や経営資源を土地家屋調査士でない測量会社が握っている場合に、測量会社と土地家屋

調査士は見解の相違がある場合に、土地家屋調査士としての職務の全うが可能なのでしょうか。 

できないのであれば、独自に事務所を構えなければならない。そのため、

妻子があり、会社からの給与で生活している相談者が、開業資金と経営が軌

道に乗るまでの無収入期間への不安・リスクは、開業・登録前からの準備とし

て当然負うべきものです。 

しかし、受験者増や登録者増が叫ばれている中で、愛知県土地家屋調査

士会としてサポートできること、例えば事務所の M＆A（廃業事務所と新規登

録者のマッチング）等、検討の余地はないのでしょうか。 

受験者・登録者増に向けて、資格の認知度の向上が叫ばれていますが、

次に求められるのは、開業支援ではないかと感じました。 

（企画広報部理事 佐野 潤）
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○ 3 月 30 日 成年年齢引下げ後に成年に達した若年者に対する適切な対応について 

○ 3 月 31 日 「法務省不動産登記法第 14 条第 1 項地図作成作業規程（基準点測量を除く）解説書」の電子デ

ータについて 

○ 3 月 31 日 登記所備付地図作成作業の実施に係る調達手続等に関する留意事項について 

○ 4 月１8 日 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法の一部を改正する法律案に対する附帯

決議について 

○ 4 月 18 日 裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律施行規則及び同法律の実施に関するガイドライ

ンの一部改正について 

○ 4 月 18 日 不動産登記規則及び不動産登記事務取扱手続準則の一部改正について 

○ 4 月 18 日 消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）への対応に関する Q＆A の公表等について 

○ 4 月 18 日 東日本大震災に関し被災者生活再建支援法が適用された地域に所在する不動産の登記におけ

る登録免許税の課税標準及び筆界特定の申請手数料の算定の取扱いについて 

○ 4 月 18 日 司法書士法施行規則及び土地家屋調査士法施行規則の一部を改正する省令の公布について 

○ 4 月 18 日 登記情報提供サービスの利用時間の拡大について 

 

以上、ホームページ＞会員の広場＞通知・通達へ掲載しました。 

 

 

 

業務に関するお知らせ（ 3月18日 から4月18 日 ） 

（左）第 2 部で講演する中島広報副部長 

（下）第 3 部個別相談会の様子 

owner
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